
上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第24回定時株主総会
招集に際しての電子提供措置事項

新 株 予 約 権 等 の 状 況
会 計 監 査 人 の 状 況

業務の適正を確保するための体制
連 結 持 分 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

MRT株式会社



新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権

の状況
　該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 50,436千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 50,436

会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

⑵　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人
の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適
切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断を
いたしました。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監
査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役
は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いた
します。

⑸　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正
を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 法令、定款及び社会規範の遵守を目的として「コンプライアンスマニュアル」を制定してコ

ンプライアンスに係る教育及び啓蒙を行う。
② 経営に係る重要事項の最終意思決定及び取締役の職務執行の監督は、「取締役会規程」に則
り、毎月１回以上開催する取締役会において行う。

③ 監査役は、「監査役会規程」及び「監査役監査基準」に則り、取締役の職務執行を監査し、
取締役と定期的に情報及び意見交換を行う。

④ 内部監査は、使用人の職務の執行が法令及び定款等に適合しているかにつき、社内各部門の
事業活動の監査を行い、改善すべき事項を明らかにしたうえで、当該監査結果を代表取締役
社長に報告し、適宜改善事項を指示し、その是正、改善を図る。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 当社は、取締役の職務の執行に関する情報の保存及び管理を行うため、管理部門を管掌する

取締役を担当役員とし、管理部門において保存及び管理を行う。
② 文書の整理保存、管理の期間については、法令に定めるものの他、文書管理規程、個人情報

保護規程等の社内規程に基づいて、定められた期間、保存することとし、取締役及び監査役
の要請により、常に閲覧可能な状態を維持する。

③ 全般的な情報管理については、｢情報セキュリティ基本方針｣及びその実践のための｢ＩＳＭ
Ｓマニュアル｣を定め、情報資産の適切な管理及び運用を行う。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
経営上のリスクの分析及び対策の検討については、取締役会が行い、各部署においては、リ
スク管理基本方針を策定し、各部署の長が運用・管理を行うことにより、リスク低減に努め
るものとする。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 重要な経営課題について、取締役会で十分な検討を行い、迅速に経営上の意思決定を行うと

ともに、職務の執行状況について報告を行う。
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② 組織の構成と各組織の所掌業務を定める組織規程及び権限の分掌を定める職務分掌規程を定
める。

⑸ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社の業務及び取締役の職務の執行の状況を定期的に当社の取締役会に報告する。
② 子会社に対して、当社に準じた損失の危険の管理に関する体制が整備されるよう指導する。
③ 子会社の経営の自主性を尊重するとともに、定期的に開催される当社の経営会議等におい
て、重要事項の事前協議を行うことにより、当社及び子会社の業務の整合性と子会社におけ
る業務の効率性を確保する。

④ 子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するように当社の「コンプラ
イアンスマニュアル」を子会社の取締役及び使用人にも適用し、コンプライアンスに係る教
育及び啓蒙を行う。

⑤ 子会社に対して、当社経営企画室が実地監査を含めた内部監査を実施し、当社取締役会及び
監査役会へ結果報告を行うとともに、必要に応じて、被監査部門に対して内部統制の改善の
指導や実施の助言等を行う。

⑹ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制、そ
の使用人の取締役からの独立性及び指示の実効性の確保に関する事項
① 当社は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、必要に応じて人員

を配置する。
② 監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、監査役の指揮命令に基づき業務を行
い、当該使用人の人事異動、人事評価等について、監査役会の意見を尊重し対応する。

⑺ 当社及び子会社の取締役等及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報
告に関する体制
① 監査役は、取締役会の他、経営会議、その他の重要な会議に随時出席し、また、重要な決議

書類及び関係資料を閲覧することができる。また、監査役は必要に応じていつでも当社及び
子会社の取締役及び使用人に対し報告を求めることができる。

② 当社及び子会社の取締役及び使用人は、重大な法令、定款違反、不正な行為等、当社に著し
い損害を及ぼす恐れのある事実を知った時には、遅滞なく監査役に報告する。
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⑻ 監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確
保するための体制
当社は、監査役へ報告を行った当社及び子会社の取締役及び使用人に対し、当該報告をした
ことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び子会社の取締役及び
使用人に周知徹底する。

⑼ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役が、その職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をした場合、当該
監査役の職務の執行に必要でないと認められた請求を除き、速やかに費用又は債務を処理す
る。

⑽ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、経営企画室と緊密な連携を保ち、必要に応じて経営企画室に協力を求め、監査を

行う。
② 監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見や情報の交換を行うとともに、必要に応

じて会計監査人に報告する。

　当連結会計年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであ
ります。

⑴ 「取締役会規程」に基づき、定時取締役会を月１回、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法
令又は定款に定められた事項及び経営に関する重要な事項を決定するとともに、取締役の職務
執行の監督を行っております。

⑵ 監査役は、当社取締役会及び重要な経営会議への出席、代表取締役社長、会計監査人及び内部
監査を担当する経営企画室と定期的な情報交換等を行うことで、取締役の職務執行に関わる監
査を行っております。

⑶ 定期的に開催される経営会議で、子会社の経営成績及び財務状況を定例報告するとともに、子
会社の取締役から経営に関する重要事項の報告を受け、協議を行っております。

⑷ ｢情報セキュリティ基本方針｣など情報セキュリティ関連規程を整備するとともに、情報セキュ
リティ委員会を設置し、運用状況のモニタリングを行っております。

－ 5 －



親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分
非 支 配
持 分

資 本
合 計資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金

自 己
株 式

その他の資本
の 構 成 要 素 合 計

2 0 2 2 年 １ 月 １ 日 残 高 432,075 344,457 1,751,521 △ 121,074 △ 184,643 2,222,336 70,939 2,293,276

当 期 利 益 2,159,994 2,159,994 22,428 2,182,423

そ の 他 の 包 括 利 益 9,047 9,047 9,047

当 期 包 括 利 益 合 計 － － 2,159,994 － 9,047 2,169,041 22,428 2,191,470

株 式 の 発 行 40 112 △72 80 80

自 己 株 式 の 取 得 △45 △45 △45

その他の資本の構成要素か
ら 利 益 剰 余 金 へ の 振 替 1,013 △1,013 － －

所 有 者 と の 取 引 合 計 40 112 1,013 △45 △1,086 34 － 34

2022年12月31日残高 432,115 344,569 3,912,529 △121,119 △176,682 4,391,413 93,368 4,484,781

連結持分変動計算書　（2022年 1 月 1 日から2022年12月31日まで）
（単位：千円）
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連結注記表
（継続企業の前提に関する注記）
　該当事項はありません。

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結計算書類の作成基準

　当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、
「IFRS」）に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められ
る開示項目の一部を省略しております。

２．連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
連結子会社の数 ７社
連結子会社の名称 株式会社ＮＯＳＷＥＡＴ

株式会社医師のとも
株式会社日本メディカルキャリア
株式会社ａｎｅｗ
Ｖａｎｔａｇｅ株式会社
株式会社バリューメディカル
株式会社メディアルト
株式会社メディアルトについては、当連結会計年度において株式を
取得したため、連結の範囲に含めております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）企業結合

　企業結合は取得法を用いて会計処理しております。取得対価は、被取得企業の支配と交換に譲渡した資
産、引き受けた負債及び当社が発行する資本性金融商品の取得日の公正価値の合計として測定されます。
取得対価が識別可能な資産及び負債の公正価値を超過する場合は、連結財政状態計算書においてのれんと
して計上しております。
　仲介手数料、弁護士費用、デュー・デリジェンス費用等の、企業結合に関連して発生する取引費用は、
発生時に費用処理しております。
　被取得企業における識別可能な資産及び負債は、取得日の公正価値で測定しております。
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（2）現金及び現金同等物
　現金及び現金同等物は、手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から満期日までの期間が３ヶ月以内の短期投資としております。

（3）棚卸資産
　棚卸資産は、商品及び貯蔵品から構成され、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い方の金額で測
定されております。取得原価の算定は、先入先出法による原価法を採用しております。

（4）有形固定資産
　有形固定資産の測定については、原価モデルを適用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計
額を控除した価額で表示しております。
　取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体、除去等に係る費用、及び設置していた場所の原
状回復費用などが含まれております。
　各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上されています。主要な資産項
目ごとの見積耐用年数は以下のとおりであります。

・建物 ８年～18年
・工具、器具及び備品 ２年～15年

　なお、見積耐用年数、減価償却方法及び残存価額は連結会計年度末日ごとに見直しを行い、変更があっ
た場合には、会計上の見積りの変更として将来に向かって調整しております。

（5）のれん及び無形資産
①　のれん

　のれんの当初認識については「４．会計方針に関する事項 (１)企業結合」に記載しております。当
初認識後、取得原価から減損損失累計額を控除した金額で表示しております。

②　無形資産
ⅰ）個別に取得した無形資産

　無形資産については、原価モデルを適用し、当初認識時に取得原価で測定しております。当初認
識後、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しております。

ⅱ）企業結合により取得した無形資産
　企業結合により取得した無形資産の当初認識時の測定方法は、「４．会計方針に関する事項 (１)
企業結合」に記載しております。

－ 8 －



ⅲ）償却
　無形資産は、見積耐用年数にわたって、定額法で償却しております。主な無形資産の見積耐用年数は
以下のとおりであります。

・ソフトウエア ５年
・顧客関連資産 ９年

　なお、見積耐用年数、減価償却方法及び残存価額は連結会計年度末日ごとに見直しを行い、変更
があった場合には、会計上の見積りの変更として将来に向かって調整しております。

（6）非金融資産の減損
　棚卸資産及び繰延税金資産を除く、当社グループの非金融資産については、連結会計年度末日現在にお
ける減損の兆候の有無を判断しております。減損の兆候がある場合には、その回収可能価額を見積ってお
ります。のれんは、減損の兆候の有無に関わらず、連結会計年度末までに最低年に一度、回収可能価額を
見積っております。
　回収可能価額の見積りにおいては、資産は、継続的な使用により他の資産又は資金生成単位のキャッシ
ュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資産グループに集約しており
ます。企業結合から生じたのれんは、結合のシナジーが得られると期待される資金生成単位に配分してお
ります。
　資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公正価値のうちいずれか大き
い金額としております。使用価値は、貨幣の時間価値及びその資産又は資金生成単位に固有のリスクを反
映した税引前の割引率を用いて現在価値に割引いた、見積将来キャッシュ・フローに基づいております。
　減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合に、純損益を通じて認識
しております。認識した減損損失は、まずその資金生成単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するよ
うに配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額します。
　過去に認識した減損損失は、のれんに配分した金額を除き、連結会計年度末日において、減損損失の減
少又は消滅を示す兆候の有無を評価します。減損損失の減少又は消滅を示す兆候があり、回収可能価額の
算定に使用した見積りに変更があった場合に減損損失を戻入れます。

（7）金融商品
①　金融資産の認識及び測定

　当社グループは、金融資産について、その当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定する金融資
産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産及び償却原価で測定する金融資産に分類
しております。この分類は、当初認識時に決定しております。
　当社グループは、金融資産に関する契約の当事者となった取引日に当該金融商品を認識しておりま
す。
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ⅰ）償却原価で測定する金融資産
　以下の要件をともに満たす金融資産は、償却原価で測定する金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに
基づいて、資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フ
ローが特定の日に生じる。

　償却原価で測定する金融資産については、当初認識時に公正価値に取引費用を加算した金額で測
定し、当初認識後の測定は実効金利法による償却原価により測定しております。

ⅱ）公正価値で測定する金融資産
　償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類しておりま
す。公正価値で測定する金融資産については、当初認識時において公正価値に取引費用を加算した
金額で測定し、損益を通じて公正価値で測定するか、その他の包括利益を通じて公正価値で測定す
るかを指定し、当該指定を継続的に適用しております。

②　金融資産の認識の中止
　金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する、又は当社グループが金融資
産の所有のリスクと経済価値のほとんど全てを移転する場合において、金融資産の認識を中止してお
ります。なお、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の認識を中止した場合には、
認識中止時までの公正価値の変動額をその他の包括利益として認識したのち、利益剰余金に振り替え
ております。

③　金融資産の減損
　当社グループは、営業債権については、過去における予想信用損失の実績率を参考に、将来の予想
信用損失を見積っております。

④　金融負債の認識及び測定
　当社グループは、金融負債については、償却原価で測定する金融負債に分類しております。この分
類は、当初認識時に決定しております。
　償却原価で測定する金融負債は、当初認識時に公正価値から直接帰属する取引費用を控除した金額
で測定し、当初認識後は実効金利法による償却原価で測定しております。

⑤　金融負債の認識の中止
　契約中に特定された債務が免責、取消し、又は失効した時点で、金融負債の認識を中止しておりま
す。
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（8）リース
　当社グループは、契約の締結時に契約がリースに該当するか又はリースを含んでいるかを判定しており
ます。契約が特定されて資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合には、
当該契約はリースに該当するかリースを含んでいるものと判定しております。
　契約がリースに該当、又はリースを含んでいると判定した場合、リース開始日に使用権資産及びリース
負債を認識しております。リース負債は未払リース料総額の現在価値で測定し、使用権資産は、リース負
債の当初測定の金額に、開始日以前に支払ったリース料等、借手に発生した当初直接コスト及びリースの
契約条件で要求されている原状回復義務等のコストを調整した取得原価で測定しております。
　当初認識後は、使用権資産は耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、定額法で減価償却
を行っております。
　リース料は、利息法に基づき金融費用とリース負債の返済額に配分し、金融費用は連結損益計算書にお
いて認識しております。ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースにつ
いては、使用権資産及びリース負債を認識せず、リース料をリース期間にわたって、定額法又は他の規則
的な基礎のいずれかにより費用として認識しております。

（9）引当金
　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的又は推定的債務を負っており、当該
債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見
積りが可能な場合に認識しております。
　引当金は、連結会計年度末日における債務に関するリスク及び不確実性を考慮に入れた、現在の債務の
決済のために必要な支出（将来キャッシュ・フロー）の最善の見積りにより計上しております。
　引当金の貨幣の時間価値が重要な場合には、見積将来キャッシュ・フローをその負債に特有のリスクを
反映した税引前割引率で割引いた現在価値で測定しております。時の経過に伴う割引額の割戻しは金融費
用として認識しております。

(資産除去債務)
　本社等オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等の金額及び支出時期を見積り、将来発生する
と見込まれる額を現在価値に割引いた額を計上しております。その金額は、個々の不動産における現在の
原状回復義務の履行金額を基に見積っておりますが、将来の価値変動等により、不確実性があります。そ
の支出時期は、連結計算書類承認日後、1－3年後と見込んでおりますが、将来における事業計画の変更
等により影響を受けます。

（10）退職給付制度
　当社グループは、従業員の退職給付制度として、退職一時金制度及び確定拠出型の年金制度を運用して
おります。
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①　退職一時金制度
　確定給付制度に係る負債は、当期及び前期以前の勤務の対価として従業員が獲得した将来の給付の見
積額を現在価値に割引いた額となります。
　確定給付債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用を、予測単位積増方式を用い
て算定しております。
　割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した
期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。
　確定給付制度の再測定額は、発生した期においてその他の包括利益として一括認識し、直ちにその他
の資本の構成要素から利益剰余金に振り替えております。
　過去勤務費用は、発生時の純損益として認識しております。

②　確定拠出型の年金制度
　制度に支払うべき拠出額を従業員が関連するサービスを提供した期間の費用として処理しておりま
す。

（11）収益
　収益は、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客へのサービス移転により、その権利を得ると見込
む対価を反映した金額で認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を策定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する。

　具体的な収益認識の規準
　当社グループは、医療情報プラットフォーム事業を行っており、医療人材サービスとその他のサービス
を提供しております。医療人材サービスは、人材紹介サービスと人材派遣サービスから構成され、その顧
客である医療機関等から対価として受領した金額を収益として認識しております。
　人材紹介サービスの収益は、医療人材が紹介先である医療機関等に勤務を開始した日の一時点で認識し
ております。これは、当社グループの履行義務が、医療人材及び勤務予定先の医療機関等に対して、実際
に医療人材が勤務を開始するまでの期間サポートを行うものでありますが、一定期間にわたり充足される
履行義務の要件を満たさないためであります。なお、当社グループは、医療人材の勤務実績が退職等によ
り一定期間に満たなかった場合には、医療機関等から受領した対価の一部を返金する義務を有しているた
め、当該金額を返金負債として認識しております。また、当社グループは、医療機関等に対して、当社グ
ループのサービスの利用に応じてポイントを付与し、ポイントに応じた対価を支払う制度を導入しており
ます。そのため、当社グループは、当該制度において付与されたポイントを、返金負債として認識してお
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市場性のない資本性金融商品 60,982千円

ります。
　その他のサービスは、オンライン診療・健康相談サービス、マーケティングメディア掲載等のＰＲサー
ビス、病気や治療に関する書籍の出版サービス、医療機関情報提供サイトの運営や受付・登録センターの
運営等の情報プラットフォーム事業にかかわるものであります。ＰＲサービス及び運営の受託業務は、当
該サービスに対する役務の提供開始から契約期間の経過とともに履行義務が充足されると判断しておりま
す。そのため、その対価として受領した前受金を契約負債とし、サービスの収益はサービスの提供の一定
期間にわたって認識しております。また、それ以外のサービスの収益は、サービスの提供の一時点で認識
しております。

（会計上の見積りに関する注記）
市場性のない金融商品の評価

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　算出方法

　市場性のない資本性金融商品は、その公正価値の評価にあたっては、投資先の将来の収益性の見通
し、当該投資に関するリスクに応じた割引率等のインプット情報及び相対取引における価格を考慮して
おり、レベル３に分類しております。観察不能なインプットのうち主なものは、投資先の将来キャッシ
ュ・フロー等のデータを用いた見積額であります。

②　主要な仮定
　投資先の将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる事業計画の主要な仮定は、売上高成長率、営
業利益率であり過去の実績を考慮して決定しております。現在価値を算定するための割引率の見積りの
基礎となる主要な仮定は、類似企業のデータを参照した加重平均資本コストであります。

③　翌事業年度の連結計算書類に与える影響
　会計上の見積りに用いた仮定は不確実性を有しており、投資先の属する市場環境や競合他社の状況に
より将来キャッシュ・フローが増加、減少した場合又は現在価値を算定するための割引率が上昇、低下
した場合には、公正価値が変動する可能性があります。

営業債権及びその他の債権 47,033千円

有形固定資産の減価償却累計額 129,383千円

（連結財政状態計算書に関する注記）
（1）資産から直接控除した貸倒引当金

（2）有形固定資産の減価償却累計額

上記減価償却累計額には、減損損失累計額717千円が含まれております。
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当連結会計年度の末日における発行済株式 普通株式 5,715,000株

当連結会計年度の末日における自己株式 普通株式 141,070株

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株 当 たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2023年３月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 167,217千円 30.00円 2022年

12月31日
2023年

３月29日

当連結会計年度の末日における新株予約権 普通株式 5,000株

（連結持分変動計算書に関する注記）
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

（2）当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び総数

（3）剰余金の配当に関する事項
基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

（4）新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の種類及び数

（金融商品に関する注記）
（1）金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、金融商品取引の取組みとして、運転資金を除く余剰資金の範囲内において、金融資産
の流動性を確保し、主に要求払預金等、元本の安全性の高い金融商品に限定しております。なお、デリバ
ティブ取引は、投機的な取引は行わない方針であります。
　経営活動を行う過程において、常に財務上のリスクに晒されており、当社グループは、当該財務上のリ
スクを軽減するために、一定の方針に基づきリスク管理を行っております。
①　為替リスク管理

　当社グループの主な為替リスクは、機能通貨と異なる外貨建の資産残高であり、主に米ドル建残高
となります。　なお、為替リスクは重要ではないと判断しております。

②　金利リスク管理
　当社グループが保有する金融負債の一部については、約定金利が設定されておりますが、当該リス
クは重要ではないと判断しております。

③　市場価格の変動リスク管理
　当社グループが保有する資本性金融商品は、市場価格の変動リスクに晒されております。当社グル
ープが保有する資本性金融商品は非上場株式であります。これらの金融商品は、業務提携先に出資す
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ることにより、連携をより強固なものとするために、政策目的で保有するものであり、短期売買目的
で保有するものはありません。当社グループは、定期的に取引先企業との関係を勘案して保有状況を
見直しております。

④　信用リスク管理
　営業債権及びその他の債権、その他の金融資産は取引先の信用リスクに晒されております。当社グ
ループでは、営業部門であるメディカル・ヘルスケア事業本部担当部署及び管理部門であるコーポレ
ート本部担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管
理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。当社グルー
プでは、債務者に破産、会社更生、民事再生といった法的手続の申立又は期日の繰延等の条件変更が
生じた場合に、信用減損金融資産として取り扱っております。なお、特定の取引先に対して、信用リ
スクが集中していることはありません。
　なお、連結計算書類に表示されている償却原価で測定される金融資産の減損後の帳簿価額は、当社
グループの金融資産の信用リスクに対するエクスポージャーの最大値であります。

⑤　流動性リスク管理
　当社グループは、必要となる営業活動の資金を、基本的に、営業活動によるキャッシュ・フローに
より確保しております。また、当社グループは、資金収支の見通しと実績の分析を行い、流動性リス
クの軽減を図っております。

（2）金融商品の公正価値に関する事項
①　公正価値のレベル別分類

　当社グループでは連結財政状態計算書において測定した資産及び負債の公正価値を、以下のとおり
レベル１からレベル３の階層に分類しております。

レベル１：活発な市場における無調整の同一資産・負債の市場価格のインプット
レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外で、資産・負債に対して直接又は間接に観察可能なイ

ンプット
レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプット

②　公正価値の算定方法
　公正価値で測定される金融商品に使用する主な評価技法は、以下のとおりであります。

（市場性のある資本性金融商品）
　市場性のある資本性金融商品は、その公正価値の評価にあたっては、期末日の市場価格によって算
定しており、レベル１に分類しております。
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連結財政状態計算書計上額 公正価値

償却原価で測定する金融負債：
社債 89,625 89,302
借入金 601,725 601,022
未払金 40,233 36,274

（市場性のない資本性金融商品）
　市場性のない資本性金融商品は、その公正価値の評価にあたっては、投資先の将来の収益性の見通
し及び当該投資に関するリスクに応じた割引率等のインプット情報及び相対取引における価格を考慮
しております。

（市場性のない負債性金融商品）
　市場性のない負債性金融商品として、新株予約権付社債を有しております。その公正価値の評価に
あたっては、転換権の行使の有無別による公正価値をそれぞれ見積もり、オプション内容に応じて必
要な調整を行っております。転換権を行使した場合の公正価値は、投資先の資本性金融商品の相対取
引における価格を考慮し、行使しなかった場合の公正価値は、資本への転換オプションがない類似の
社債の価格を参考にしており、レベル３に分類しております。観察不能なインプットのうち主なもの
は、投資先の将来キャッシュ・フロー等のデータを用いた見積額であります。

（社債及び借入金）
　社債及び借入金の公正価値は、同一の残存期間で同条件の社債の発行又は借入を行う場合の金利に
基づき、予測将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引くことにより算定しております。

（未払金）
　未払金の公正価値は、支払が見込まれる期日までの期間を加味した金利に基づき、予測将来キャッ
シュ・フローを現在価値に割り引くことにより算定しております。

③　償却原価で測定される金融商品
　償却原価で測定される金融商品の連結財政状態計算書計上額と公正価値は以下のとおりでありま
す。

（単位：千円）

　社債、借入金及び未払金は、レベル２に分類しております。
　なお、預金、営業債権及びその他の債権、その他の金融資産、営業債務及びその他の債務並びに一部
のその他の金融負債は、公正価値が帳簿価額に近似しているため、上記に含めておりません。
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連結財政状態計算書計上額 公正価値

資産：
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

資本性金融商品 69,873 69,873
新株予約権付社債 0 0

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
資本性金融商品 60,982 60,982

合計 130,855 130,855

（単位：千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
資産：

純損益を通じて公正価値で測定す
る金融資産

資本性金融商品 69,873 － － 69,873
新株予約権付社債 － － 0 0

その他の包括利益を通じて公正価
値で測定する金融資産

資本性金融商品 － － 60,982 60,982
合計 69,873 － 60,982 130,855

（単位：千円）
期首残高 32,118
企業結合による増加 71
その他の包括利益（注） 28,791
期末残高 60,982
期末に保有する資産について純損益に計上した当期
の未実現損益の変動 －

④　公正価値で測定される金融商品
　定期的に公正価値で測定する金融資産の公正価値は以下のとおりであります。

（単位：千円）

（注）当連結会計年度において、レベル１、レベル２及びレベル３の間に振替が行われた金融商品はありません。

　レベル３に分類された金融商品の公正価値測定の増減は以下のとおりであります。
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（単位：千円）
サービスの種類別

医療人材コンサルティング 4,010,984
その他 4,727,208

合計 8,738,193

（単位：千円）
営業債権 1,390,856
返金負債 36,525
契約負債 16,282

（注）その他の包括利益に含まれている利得又は損失は、決算日時点のその他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産の公正価値の純変動に関するものであります。この利得又は損失は、連結包括利益計算
書の「その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公正価値の純変動」に含まれております。

　レベル３に分類された金融商品は、非上場株式及び非上場の新株予約権付社債により構成されており
ます。当該金融資産の公正価値評価においては、市場からは観察不能なインプットを用いた見積りを行
っております。公正価値の評価結果については、上位者に報告され、承認を受けております。

（収益認識に関する注記）
(1）顧客との契約から認識した収益

　売上収益はすべて顧客との契約から生じたものであり、その分類は以下のとおりであります。

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「連結計算書類の作成のた
めの基本となる重要な事項に関する注記等　(11)収益」に記載のとおりであります。

(2）顧客との契約から生じた残高
　顧客との契約から生じた残高は以下のとおりであります

　当連結会計年度に認識された収益について、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は、26,763
千円であります。

(3）残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、当初の予想残存期間が１年を超える履行義務はないため、残存履行義務に関
する情報の開示を省略しております。
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１株当たり親会社所有者帰属持分 787円85銭
基本的1株当たり当期利益 387円53銭

(4）取引価格の算定
　返金負債は、当社グループが紹介した医療人材の勤務開始日以後１年以内、又はポイント付与後１年以
内に決済されます。これらの返金負債は、当社グループが返金義務を負う勤務開始日から一定期間内にお
いて発生した過去に紹介した医療人材の退職実績率を用いた期待値法、もしくは、過去において付与した
ポイントが使用された実績率による期待値法により、それぞれ見積り、取引価格を算定しております。

(5）顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産
　当社グループにおいては、顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産はありませ
ん。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 432,075 392,075 392,075 1,000 1,296,149 1,297,149 △121,074 2,000,224 2,000,224

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 40 40 40 80 80

当 期 純 利 益 2,039,502 2,039,502 2,039,502 2,039,502

自 己 株 式 の 取 得 △45 △45 △45

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) －

当 期 変 動 額 合 計 40 40 40 － 2,039,502 2,039,502 △45 2,039,537 2,039,537

当 期 末 残 高 432,115 392,115 392,115 1,000 3,335,651 3,336,651 △121,119 4,039,762 4,039,762

株主資本等変動計算書　（2022年 1 月 1 日から2022年12月31日まで）

（単位：千円）
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商品、貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定）

(1) 有形固定資産 定率法
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備に
ついては、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年～18年
工具、器具及び備品 ２年～15年

(2) 無形固定資産 定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における
利用可能期間（５年以内）に基づいております。

社債発行費 社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

(2) 賞与引当金 従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業
年度負担額を計上しております。

個別注記表
（継続企業の前提に関する注記）
　該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券
関係会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
(2) 棚卸資産

２．固定資産の減価償却の方法

３．繰延資産の処理方法

４．引当金の計上基準
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(3) ポイント引当金 医療従事者会員（医師会員）に付与されたポイントの使用
による費用発生に備えるため、当事業年度末において将来
使用されると見込まれる額を計上しております。

(4) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法（簡便法）により、当事業年度末
において発生していると認められる退職給付債務額を計上
しております。

５．収益及び費用の計上基準
　当社は、医療情報プラットフォーム事業を行っており、医療人材サービスとその他のサービスを提供して
おります。医療人材サービスは、人材紹介サービスであり、その顧客である医療機関等から対価として受領
した金額を収益として認識しております。
　人材紹介サービスの収益は、医療人材が紹介先である医療機関等に勤務を開始した日の一時点で認識して
おります。これは、当社の履行義務が、医療人材及び勤務予定先の医療機関等に対して、実際に医療人材が
勤務を開始するまでの期間サポートを行うものでありますが、一定期間にわたり充足される履行義務の要件
を満たさないためであります。なお、当社は、医療人材の勤務実績が退職等により一定期間に満たなかった
場合には、医療機関等から受領した対価の一部を返金する義務を有しているため、当該金額を返金負債とし
て認識しております。また、当社は、紹介先である医療機関等に対して、当社のサービスの利用に応じてポ
イントを付与し、ポイントに応じた対価を支払う制度を導入しております。そのため、当社は、当該制度に
おいて付与されたポイントを、返金負債として認識しております。
　その他のサービスは、オンライン診療・健康相談サービス、受付・登録センターの運営等の情報プラット
フォーム事業にかかわるものであります。運営の受託業務は、当該サービスに対する役務の提供開始から契
約期間の経過とともに履行義務が充足されると判断しております。そのため、その対価として受領した前受
金を契約負債とし、サービスの収益はサービスの提供の一定期間にわたって認識しております。また、それ
以外のサービスの収益は、サービスの提供の一時点で認識しております。

（会計方針の変更に関する注記）
収益認識に関する会計基準等の適用
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用
し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識することといたしました。
　当該会計方針の変更による影響は軽微です。なお、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示
していた「前受金」は当事業年度より「契約負債」、「売上返金引当金」及び医療機関に対して付与するポイ
ントに係る「ポイント引当金」は返金負債として「その他」に含めて表示しております。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 136,893千円

短期金銭債権 85,372千円
短期金銭債務 2,797千円

営業取引による取引高 7,271千円
営業取引以外による取引高 5,507千円

株式の種類 当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末株式数

普通株式 141,030株 40 － 141,070株

時価の算定に関する会計基準等の適用
 　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
　なお、当該会計方針の変更による影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
該当事項はありません。

（貸借対照表に関する注記）

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（損益計算書に関する注記）
1．関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項
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繰延税金資産
貸倒引当金 19,298千円
ソフトウエア 7,680千円
投資有価証券 46,707千円
関係会社株式 65,356千円
未払事業税 42,453千円
賞与引当金 110,259千円
ポイント引当金 21,856千円
長期未払金 16,274千円
退職給付引当金 19,821千円
その他 69,975千円
繰延税金資産小計 419,685千円
評価性引当額 △126,195千円

繰延税金資産合計 293,489千円

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の 所 有

（被所有）割合
(%)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 株 式 会 社
ａ ｎ ｅ ｗ

所有
直接100％

資 金 の 援 助
役 員 の 兼 任

利 息 の 受 取
（注） 5,507 その他流動資産 －

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
該当事項はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）

１．関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）株式会社ａｎｅｗに対する資金の貸付の利率については、市場金利を勘案して決定しております。
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種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の 所 有

（被所有）割合
(%)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

役 員 が 支 配
す る 企 業

医 療 法 人 社 団
V a n t a g e
C l i n i c

なし サービスの提供

医 療 人 材 紹 介
R P O サ ー ビ ス
の 提 供
（注）2（1）①

822,010

売 掛 金 148,770医療機関経営支
援 の 提 供
（注）2（1）②

815,172

事 務 代 行
サービスの提供

（注）2（2）①
10,397

体 制 構 築
費 用 の 支 払

（注）2（2）②
95,478 未 払 金 95,478

役 員 の 近 親
者 が 支 配
す る 企 業

一般社団法人
創 医 会 なし なし

体 制 構 築
費 用 の 支 払

（ 注 ） 2 （ 3 ）
42,826 未 払 金 42,826

2．役員等

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお
ります。

         ２．取引条件及び取引条件の決定方針等
（１）医療法人社団 Vantage Clinicと自治体との新型コロナウイルスワクチン接種業務を背景に実施し

た取引であります。
 ①　医療人材紹介・RPOサービスは、当社人材紹介及びRPOサービスの利用料率等を参照して対価

を決定しております。
 ②　医療機関経営支援の提供については、自治体との折衝から契約成立、請求関連業務、及び入金

管理業務等を支援する一連の取引であり、原則として当該関連当事者と自治体との取引金額の
10％を対価としております。

（２）自治体と当社との新型コロナウイルスに関するオンライン診療業務を背景に実施した取引であり
ます。

 ①　診療受付業務等の事務作業代行サービスに関する当社所定の利用料率を参照して決定しており
ます。

 ②　体制構築費用の支払は、自治体の要請による診療体制を当該関連当事者が構築するのに要する
医師の実費人件費のうち待機相当額を当社が負担するものであります。

（３）自治体と当社との新型コロナウイルスに関するオンライン診療業務を背景に実施した取引であ
り、自治体の要請による診療体制を当該関連当事者が構築するのに要する医師等の実費人件費の
うち待機相当額を当社が負担するものであります。
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１株当たりの純資産額 724円76銭
１株当たりの当期純利益 365円91銭

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「重要な会計方針に係る事項に関
する注記　5．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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